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(57)【要約】
【課題】内針や外針の長さによらず、穿刺操作を容易に
行うことができる留置針組立体を提供すること。
【解決手段】留置針組立体１は、先端に鋭利な針先を有
する内針４と、内針４の基端部に固定された内針ハブ５
と、内針４が挿通される中空の外針２と、外針２の基端
部に固定された外針ハブ３と、外針ハブ３に着脱自在に
接続され、外針２を内針４に対して先端方向に押圧する
部材と、を備え、先端方向に押圧する部材は、外針ハブ
３に対して回動可能に接続されている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　先端に鋭利な針先を有する内針と、
　前記内針の基端部に固定された内針ハブと、
　前記内針が挿通される中空の外針と、
　前記外針の基端部に固定された外針ハブと、
　前記外針ハブに着脱自在に接続され、前記外針を前記内針に対して先端方向に押圧する
部材と、を備え、
　前記先端方向に押圧する部材は、前記外針ハブに対して回動可能に接続されていること
を特徴とする留置針組立体。
【請求項２】
　前記先端方向に押圧する部材は、前記外針ハブの外側面に着脱自在に接続されている請
求項１に記載の留置針組立体。
【請求項３】
　前記外針が前記外針の軸に対して垂直な方向にずれることを防止するずれ防止手段を有
する請求項１または２に記載の留置針組立体。
【請求項４】
　前記先端方向に押圧する部材は、前記外針に対して所定位置まで回動することで、前記
外針ハブから取り外し可能となる請求項１ないし３のいずれか１項に記載の留置針組立体
。
【請求項５】
　前記先端方向に押圧する部材は、ヒンジ部により前記外針の軸に沿って配置された位置
と前記外針から退避した位置とに変更可能に構成されている請求項１ないし４のいずれか
１項に記載の留置針組立体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、留置針組立体に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　患者に対し輸液を行う際などには、輸液ラインと接続される留置針を患者の血管に穿刺
し、留置してこれを行う。
【０００３】
　このような留置針（留置針組立体）は、末梢静脈カテーテルとして用いる中空の外針と
、外針の基端に固着された外針ハブと、外針内に挿入され、先端に鋭利な針先を有する内
針と、内針の基端に固着された内針ハブとで構成されている（例えば、特許文献１参照）
。
【０００４】
　この留置針を患者の血管に穿刺する際には、内針を外針内に挿入し、内針の針先を外針
の先端から突出させた組立状態で穿刺操作を行う。
【０００５】
　そして、内針の針先が血管内に到達すると、針先の開口より流入した血液は、内針の内
腔を通り、透明な内針ハブの内部に流入する（フラッシュバック）。これにより、内針が
血管を確保したことが確認（視認）できる。
【０００６】
　このフラッシュバックを確認したら、内針をガイドとして、外針を進め、当該外針を血
管内に挿入（穿刺）する。
【０００７】
　次いで、内針を外針から抜き取り、外針ハブに輸液ラインのコネクタを接続して、輸液
剤を投与する。
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【０００８】
　ところで、前記末梢静脈カテーテルよりも長さが長く、患者の血管に留置され、輸液の
投与に用いられるカテーテルとして、中心静脈カテーテル、ＰＩＣＣ（Ｐｅｒｉｐｈｅｒ
ａｌｌｙ　Ｉｎｓｅｒｔｅｄ　Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｃａｔｈｅｔｅｒ）、ミッドラインカテ
ーテル等が知られている。
【０００９】
　このようなカテーテルを患者の血管に留置するには、まず、導入針を患者の血管に穿刺
する。この導入針の穿刺は、その導入針として前記外針を用い、前記のようにして行う。
そして、導入針内にカテーテルを送り込むことにより、患者にカテーテルを留置する。
【００１０】
　しかしながら、前記カテーテルを留置する際の手順は、前記外針を留置する場合に比べ
て、複雑であり、そのカテーテルを留置するのに手間がかかるという欠点がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】特開２００９－２３２９１６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　前記の欠点は、前記留置針組立体の内針および外針の長さをそれぞれ長く設定し、その
外針を前記中心静脈カテーテル、ＰＩＣＣ、ミッドラインカテーテル等として使用するこ
とで解消することができる。
【００１３】
　しかしながら、内針および外針の長さを長くすると、穿刺操作の際、内針および外針が
撓み、穿刺し難いという問題がある。特に、内針が細く、コシがない場合は、非常に穿刺
し難い。
【００１４】
　本発明の目的は、内針や外針の長さによらず、穿刺操作を容易に行うことができる留置
針組立体を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　上記目的を達成するために、本発明は、先端に鋭利な針先を有する内針と、
　前記内針の基端部に固定された内針ハブと、
　前記内針が挿通される中空の外針と、
　前記外針の基端部に固定された外針ハブと、
　前記外針ハブに着脱自在に接続され、前記外針を前記内針に対して先端方向に押圧する
部材と、を備え、
　前記先端方向に押圧する部材は、前記外針ハブに対して回動可能に接続されていること
を特徴とする留置針組立体である。
【００１６】
　本発明の留置針組立体では、前記先端方向に押圧する部材は、前記外針ハブの外側面に
着脱自在に接続されていることが好ましい。
【００１７】
　本発明の留置針組立体では、前記外針が前記外針の軸に対して垂直な方向にずれること
を防止するずれ防止手段を有することが好ましい。
【００１８】
　本発明の留置針組立体では、前記先端方向に押圧する部材は、前記外針に対して所定位
置まで回動することで、前記外針ハブから取り外し可能となることが好ましい。
【００１９】
　本発明の留置針組立体では、前記先端方向に押圧する部材は、ヒンジ部により前記外針
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の軸に沿って配置された位置と前記外針から退避した位置とに変更可能に構成されている
ことが好ましい。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】図１は、本発明の留置針組立体の第１実施形態を示す断面図である。
【図２】図２は、図１に示す留置針組立体の使用方法の一例を説明するための断面図であ
る。
【図３】図３は、図１に示す留置針組立体の使用方法の一例を説明するための断面図であ
る。
【図４】図４は、図１に示す留置針組立体の使用方法の一例を説明するための断面図であ
る。
【図５】図５は、図１に示す留置針組立体の使用方法の一例を説明するための断面図であ
る。
【図６】図６は、本発明の留置針組立体の第２実施形態（組立状態）を示す斜視図である
。
【図７】図７は、本発明の留置針組立体の第２実施形態（非組立状態）を示す斜視図であ
る。
【図８】図８は、図６に示す留置針組立体の使用方法の一例を説明するための斜視図であ
る。
【図９】図９は、図６に示す留置針組立体の使用方法の一例を説明するための斜視図であ
る。
【図１０】図１０は、図６に示す留置針組立体の使用方法の一例を説明するための斜視図
である。
【図１１】図１１は、図６に示す留置針組立体の使用方法の一例を説明するための斜視図
である。
【図１２】図１２は、本発明の留置針組立体の第３実施形態（組立状態）を示す斜視図で
ある。
【図１３】図１３は、図１２に示す留置針組立体の押圧部材を示す側面図である。
【図１４】図１４は、図１２に示す留置針組立体の押圧部材および外針を示す側面図であ
る。
【図１５】図１５は、図１２に示す留置針組立体の正面図である。
【図１６】図１６は、図１２に示す留置針組立体の押圧部材および把持部材の先端部を示
す斜視図である。
【図１７】図１７は、図１２に示す留置針組立体の外針ハブおよび押圧部材を示す斜視図
である。
【図１８】図１８は、図１２に示す留置針組立体の使用方法の一例を説明するための斜視
図である。
【図１９】図１９は、図１２に示す留置針組立体の使用方法の一例を説明するための斜視
図である。
【図２０】図２０は、図１２に示す留置針組立体の使用方法の一例を説明するための斜視
図である。
【図２１】図２１は、図１２に示す留置針組立体の使用方法の一例を説明するための斜視
図である。
【図２２】図２２は、図１２に示す留置針組立体の使用方法の一例を説明するための斜視
図である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　以下、本発明の留置針組立体を添付図面に示す好適な実施形態に基づいて詳細に説明す
る。
【００２２】
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　＜第１実施形態＞
　図１は、本発明の留置針組立体の第１実施形態を示す断面図、図２～図５は、それぞれ
、図１に示す留置針組立体の使用方法の一例を説明するための断面図である。
【００２３】
　なお、以下では、図１～５中の左側を「基端（後端）」、右側を「先端」、上側を「上
」、下側を「下」として説明を行う。
【００２４】
　図１に示すように、留置針組立体１は、中空の外針２と、外針２の基端部に固定された
外針ハブ３と、外針２内に挿通される内針４と、内針４の基端部に固定された内針ハブ５
と、外針ハブ３に接続された押圧部材６とを有している。以下、各部の構成について説明
する。
【００２５】
　外針２は、ある程度の可撓性を有するものが好ましく用いられる。外針２の構成材料は
、樹脂材料、特に、軟質樹脂材料が好適であり、その具体例としては、例えば、ＰＴＦＥ
、ＥＴＦＥ、ＰＦＡ等のフッ素系樹脂、ポリエチレン、ポリプロピレン等のオレフィン系
樹脂またはこれらの混合物、ポリウレタン、ポリエステル、ポリアミド、ポリエーテルナ
イロン樹脂、前記オレフィン系樹脂とエチレン－酢酸ビニル共重合体との混合物等が挙げ
られる。
【００２６】
　このような外針２は、その全部または一部が内部の視認性を有していてもよい。また、
外針２の構成材料中には、例えば硫酸バリウム、炭酸バリウム、炭酸ビスマス、タングス
テン酸のようなＸ線造影剤を配合し、造影機能を持たせることもできる。
【００２７】
　また、外針２の長さＬ１は、特に限定されず、用途や諸条件等に応じて適宜設定される
が、２．０～５０．０ｃｍ程度の範囲内の値に設定されることが好ましく、３．０～４０
．０ｃｍ程度の範囲内の値に設定されることがより好ましく、１０．０～３０．０ｃｍ程
度の範囲内の値に設定されることがさらに好ましい。
【００２８】
　これにより、外針２を、例えば、中心静脈カテーテル、ＰＩＣＣ、ミッドラインカテー
テル等、末梢静脈カテーテルよりも長さが長いカテーテルとして用いることができる。な
お、外針２を末梢静脈カテーテルとして用いてもよいことは、言うまでもない。
【００２９】
　外針２の基端部には、例えば、カシメ、融着（熱融着、高周波融着等）、接着剤による
接着等の方法により、外針ハブ３が液密に固着（固定）されている。
【００３０】
　外針ハブ３は、ほぼ筒状の部材で構成され、その内部が外針２の内腔２１と連通してい
る。また、外針ハブ３の基端部の外周部には、フランジ３１が形成されている。
【００３１】
　外針２には、先端に鋭利な針先４１を備える内針４が挿通される。留置針組立体１は、
内針４を外針２に挿通し、後述する内針ハブ５を外針ハブ３に嵌合させた状態（外針２の
先端開口２２から針先４１が突出した状態）、すなわち、図１および図２に示す状態で使
用される。以下、この状態を「組立状態」と言う。
【００３２】
　内針４の長さは、組立状態としたとき、少なくとも針先４１が外針２の先端開口２２か
ら突出する程度の長さとされる。
【００３３】
　内針４は、中空針であってもよいが、中実針でもよい。内針４を中実針にした場合、そ
の外径を小さくしつつも十分な強度を確保することができる。また、内針４を中実針とす
ることにより、操作終了後、内針４を廃棄する際に、内針４の内部に血液が残留したり、
その血液が流出する虞がなく、安全性が高い。
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【００３４】
　また、内針４が中空針である場合、当該内針４が血管を穿刺したときに血液が内針４の
中空部に流入することにより、血液のフラッシュバックを確認するが、内針４を中実針と
することにより、血液が内針４と外針２との隙間に流入することとなり、血液のフラッシ
ュバックをより早く確認することができる。
【００３５】
　なお、内針４は、中空部と中実部との双方を有する構成（例えば、中空針の内腔の一部
を充填することにより、先端側を中空とし、基端側を中実とする構成等）とすることもで
きるが、その全体を一つの部材で構成することにより、内針４のコストの削減を図ること
ができる。
【００３６】
　また、内針４は、その外径が一定のものでもよく、また、その外径が異なる複数（本実
施形態では、３つ）の部分を有していてもよい。
【００３７】
　このような内針４の構成材料としては、例えば、ステンレス鋼、アルミニウムまたはア
ルミニウム合金、チタンまたはチタン合金のような金属材料が挙げられる。
【００３８】
　また、内針４は、後述する押圧部材６の押圧部６４に対応する部位（押圧部６４により
押圧される部位）を固定し、先端部に対し、内針４の軸に対して垂直な方向に０．１Ｎの
力を加えたとき、その先端部の内針４の軸に対して垂直な方向への変位量が３．０ｍｍ以
下であることが好ましく、２．０ｍｍ以下であることがより好ましい。
　内針４の基端部には、内針ハブ５が固定されている。
【００３９】
　内針ハブ５は、ほぼ筒状の部材で構成され、その基端部の外周部には、フランジ５１が
形成されている。組み立て状態では、内針ハブ５のフランジ５１より先端側の部位が、外
針ハブ３の内部に挿入され、嵌合して固定される。
【００４０】
　また、内針ハブ５の基端側の開口には、その開口を覆うように、通気フィルタ５２が設
置されている。この通気フィルタ５２は、気体は透過するが液体は遮断する性質を有する
ものである。
【００４１】
　通気フィルタ５２の具体例としては、例えば、各種焼結多孔体、疎水性不織布、その他
の多孔質体等が挙げられる。この場合、焼結多孔体としては、例えばポリエチレン等の高
分子材料（粉末）と、親水性（水溶性、水膨潤性）ポリマーとを含む材料を焼結したもの
が好ましい。この焼結多孔体を用いると、液体（血液）との接触により通気も遮断される
ので、外部からの空気の侵入を防止することができる。なお、内針４が中実針の場合は、
前記通気フィルタ５２を設ける必要はない。
【００４２】
　内針４の内針ハブ５に対する固定方法は、例えば、嵌合、カシメ、融着、接着剤による
接着等の方法、あるいはこれらを併用した方法が挙げられる。
【００４３】
　このような内針ハブ５および前述した外針ハブ３は、それぞれ、好ましくは透明（無色
透明）、着色透明または半透明の樹脂で構成され、内部の視認性が確保されている。これ
により、外針２が血管を確保した際、流入する血液のフラッシュバックを目視で確認する
ことができる。
【００４４】
　外針ハブ３および内針ハブ５の構成材料としては、それぞれ、特に限定されず、例えば
、ポリエチレン、ポリプロピレン、エチレン－酢酸ビニル共重合体等のポリオレフィン、
ポリウレタン、ポリアミド、ポリエステル、ポリカーボネート、ポリブタジエン、ポリ塩
化ビニル、ポリアセタール等の各種樹脂材料が挙げられる。
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【００４５】
　押圧部材６は、外針２を留置する操作において、組立状態で内針４の針先４１および外
針２の先端部を血管に穿刺する穿刺操作の際、指で外針２の基端と先端との間の部位（途
中の部位）に押し付けられる押圧部６４を有しており、その押圧部６４により、外針２の
基端と先端との間の部位を押圧する部材である。
【００４６】
　すなわち、押圧部材６は、外針２の軸（中心軸）に沿って配置され、外針２上に位置す
る長尺状の本体部６１と、本体部６１に設けられ、指を掛ける指掛け突起６２と、本体部
６１における指掛け突起６２の上下方向の反対側の部位で構成された押圧部６４とを有し
ている。指掛け突起６２は、本体部６１の先端部に、上方に向かって突出するように形成
されている。指掛け突起６２および本体部６１の指が当たる部位は、それぞれ、例えば、
平面、または湾曲した凹面、または湾曲した凸面をなしている。押圧部材６の上側の部位
は、指を当てる指当て部を構成する。
【００４７】
　なお、押圧部６４は、本実施形態では、本体部６１の先端部をそのまま利用したもので
あるが、これに限らず、例えば、本体部６１における指掛け突起６２の上下方向の反対側
の部位に形成された突起等で構成してもよい。
【００４８】
　また、押圧部材６の基端部、すなわち、本体部６１の基端部は、外針ハブ３に接続され
ている。これにより、指掛け突起６２は、外針２を留置する操作において、内針４に対し
て外針２を先端方向に移動させる際、指で押圧する部位を兼ねることができる。なお、押
圧部材６が内針ハブ５等、他の部材に接続されていてもよいことは言うまでもない。
【００４９】
　また、押圧部材６は、外針ハブ３に、その外針ハブ３に対して回動（変位）し得るよう
に接続されている。すなわち、本体部６１の基端部に設けられた軸６３と、外針ハブ３の
外側の上部に設けられ、その軸６３を支持する軸受け３２とで構成されたヒンジ構造部に
より、押圧部材６は、本体部６１の基端部を回動中心として、外針ハブ３に対して回動し
得るようになっている。
【００５０】
　そして、押圧部材６は、外針２の軸に沿って配置された図１に示す第１の位置と、外針
２から退避した図５（ａ）に示す第２の位置とに変位可能に構成されている。
【００５１】
　押圧部材６が第１の位置に位置するときは、押圧部材６は、外針２上に位置し、また、
押圧部材６の先端部、すなわち指掛け突起６２および押圧部６４は、外針２の基端部より
も先端側で、外針２の先端部よりも基端側に位置する。これにより、内針４および外針２
の長さが比較的長い場合でも、穿刺操作の際、押圧部材６の押圧部６４を介して外針２の
基端と先端との間の部位（押圧部６４に対応する部位）を下方に押し付けることにより、
内針４および外針２の撓みを抑制することができ、容易かつ確実に、その穿刺操作を行う
ことができる。
【００５２】
　また、内針ハブ５および外針ハブ３よりも内針４および外針２の先端部に近い押圧部材
６の指掛け突起６２に指を掛けて穿刺操作を行うことができるので、その穿刺操作の際、
内針４の針先４１を容易にコントロールすることができる。
【００５３】
　また、押圧部材６が第２の位置に位置するときは、押圧部材６は、外針２よりも基端側
に位置する。外針２を留置する操作の際や、外針２が留置された後等、術者（使用者）や
患者（被使用者）にとって、押圧部材６が邪魔になった場合には、押圧部材６をこの第２
の位置に移動させることができる。
【００５４】
　また、押圧部材６は、外針ハブ３に対して着脱自在に構成されている。すなわち、本体
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部６１の基端部に設けられた軸６３は、外針ハブ３に設けられた軸受け３２に着脱自在に
装着し得るようになっている。これにより、外針２を留置する操作の際や、外針２が留置
された後等、術者や患者にとって、押圧部材６が邪魔になった場合には、押圧部材６を取
り外すことができ、また、押圧部材６が必要になった場合には、押圧部材６を取り付ける
こともできる。
【００５５】
　また、押圧部材６の寸法は、押圧部材６の押圧部６４により、外針２の基端と先端との
間の部位を押圧し得るように設定されていれば、特に限定されない。
【００５６】
　また、押圧部材６は、指で押圧部材６を押圧したとき、その指が外針２に触れない程度
の大きさを有していることが好ましい。これにより、安全性を向上させることができる。
なお、外針２や、押圧部材６の裏面等の外針２に触れる部位は、滅菌されている。
【００５７】
　押圧部材６の構成材料としては、特に限定されず、例えば、前述した外針ハブ３、内針
ハブ５の構成材料として例示したものと同様のものを用いることができる。
【００５８】
　次に、留置針組立体１の使用方法の一例（血管に穿刺する場合）（作用）について説明
する。
【００５９】
　［１］　図２に示すように、留置針組立体１を組み立て状態とし、押圧部材６を第１の
位置に位置させ、内針ハブ５を一方の手で把持し、人差し指を押圧部材６の指掛け突起６
２に掛け、その人差し指で指掛け突起６２の根元部付近を下方に押圧しつつ、留置針組立
体１の先端部（一体化された外針２および内針４の先端部）を、患者に押し当てるように
して、血管に向かって、表皮を穿刺する。この際、前述したように、押圧部６４が外針２
の基端と先端との間の部位を下方に押し付けることにより、内針４および外針２の撓みを
抑制することができる。なお、内針ハブ５を左手で把持してもよいことは、言うまでもな
い。
【００６０】
　［２］　内針４の針先４１が血管に穿刺されると、血圧により血液が内針４内を基端方
向へ逆流し、内針ハブ５内に導入され、視認性を有する内針ハブ５を介してこのフラッシ
ュバックを視認することができる。これにより内針４の針先４１が血管を確保したことを
知ることができる。
【００６１】
　なお、この血液の流入に伴い、内針ハブ５内の空気は、通気フィルタ５２を通って排出
されるが、血液は、通気フィルタ５２を通過できず、外部への漏れ出しは生じない。
【００６２】
　［３］　次に、図３に示すように、内針４をガイドとし、内針４に沿って、さらに外針
２を微小距離先端方向へ進める。この際、人指し指で、指掛け突起６２を先端方向に押圧
し、外針２を先端方向へ移動させる。
【００６３】
　［４］　次に、図４に示すように、他方の手で内針ハブ５の位置を固定しつつ、外針ハ
ブ３を把持し、内針４をガイドとし、内針４に沿って、さらに外針２を先端方向へ進め、
外針２の先端部を血管内の目的位置まで挿入する。
【００６４】
　［５］　次に、血管に留置されている外針２側の外針ハブ３や押圧部材６を左手で押さ
えつつ、右手で内針ハブ５を把持し、基端方向へ引っ張る。これにより、内針４が外針２
から抜き取られる。内針４を外針２から抜去した後は、必要に応じて、図５（ａ）に示す
ように、押圧部材６を回動させ、第２の位置に位置させてもよく、また、図５（ｂ）に示
すように、外針ハブ３から押圧部材６を取り外してもよく、また、図５（ｃ）に示すよう
に、そのままでもよい。
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【００６５】
　［６］　内針４が抜き取られた外針ハブ３には、輸液セットのコネクタ等（図示せず）
を素早く接続し、定法に従い、輸液の投与を開始する。
【００６６】
　このようにして外針２から内針４を抜き取った後は、内針４および内針ハブ５は不用と
なるため、廃棄処分される。
【００６７】
　以上説明したように、この留置針組立体１によれば、内針４および外針２の長さが比較
的長い場合でも、穿刺操作の際、押圧部材６の押圧部６４を介して外針２の基端と先端と
の間の部位を下方に押し付けることにより、内針４および外針２の撓みを抑制することが
でき、容易かつ確実に、その穿刺操作を行うことができる。
【００６８】
　また、内針ハブ５および外針ハブ３よりも内針４および外針２の先端部に近い押圧部材
６の指掛け突起６２に指を掛けて穿刺操作を行うことができるので、その穿刺操作の際、
内針４の針先４１を容易にコントロールすることができる。
【００６９】
　また、指掛け突起６２に指を掛けてその指掛け突起６２を先端方向に押圧することによ
り、容易かつ確実に、内針４に対して外針２を先端方向に移動させることができる。
【００７０】
　＜第２実施形態＞
　図６は、本発明の留置針組立体の第２実施形態（組立状態）を示す斜視図、図７は、本
発明の留置針組立体の第２実施形態（非組立状態）を示す斜視図、図８～図１１は、それ
ぞれ、図６に示す留置針組立体の使用方法の一例を説明するための斜視図である。
【００７１】
　なお、以下では、図６～図１１中の左側を「先端」、右側を「基端（後端）」、上側を
「上」、下側を「下」として説明を行う。また、図６～図１１においては、血管の図示は
省略されている。
【００７２】
　以下、第２実施形態について、前述した第１実施形態との相違点を中心に説明し、同様
の事項については、その説明を省略する。
【００７３】
　図６および図７に示すように、第２実施形態の留置針組立体１では、押圧部材６の指掛
け突起６２は、本体部６１に、外針２の軸に沿って複数設けられている。また、図示の構
成では、各指掛け突起６２は、等間隔で配置されている。各指掛け突起６２は、第１実施
形態で述べた機能の他、外針２の血管への挿入長さを示す目盛りとしての機能を有する。
【００７４】
　また、押圧部６４は、本実施形態では、本体部６１における最先端の指掛け突起６２の
上下方向の反対側の部位で構成されている。
【００７５】
　なお、本体部６１における各指掛け突起６２の上下方向の反対側の部位がそれぞれ押圧
部を構成していてもよい。この場合は、外針２の基端と先端との間の複数の部位から選択
して所定の部位を押圧することができる。
【００７６】
　また、留置針組立体１は、基端部が内針ハブ５に接続（固定）され、内針ハブ５から先
端方向に突出する把持部材７を有している。これにより、外針２を留置する操作の際、そ
の把持部材７を手で把持することができ、容易かつ確実に、その操作を行うことができる
。
【００７７】
　把持部材７は、長尺状をなし、底板７１と、底板７１に立設された２つの壁部７２、７
３とで構成されており、内針４は、この把持部材７の内側の空間に配置されている。
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【００７８】
　また、組立状態では、押圧部材６は、その長手方向に移動可能に、把持部材７の内側の
空間に収納されている。この把持部材７は、押圧部材６が先端方向に移動する際に、その
押圧部材６の移動方向を規制するガイド部材としての機能を有している。これにより、押
圧部材６が先端方向に移動する際、その押圧部材６が横方向にずれるのを防止することが
できる。
【００７９】
　また、各壁部７２、７３の先端部の外側の表面には、それぞれ、手の滑り止め手段とし
て、上下方向に延在する複数のリブ７２１、７３１が並設されている。これにより、把持
部材７を手で把持する際、手が滑ってしまうことを防止することができる。
【００８０】
　図６に示すように、組立状態では、押圧部材６は、把持部材７の内部の空間に収納され
る。
【００８１】
　また、組立状態では、この把持部材７の先端部は、外針２の基端部よりも先端側に位置
し、内針４の先端部よりも基端側に位置する。
【００８２】
　また、組立状態で、押圧部材６が第１の位置に位置するとき、把持部材７の先端部は、
押圧部材６の先端部よりも基端側に位置する。
【００８３】
　これにより、容易かつ確実に、穿刺操作や、内針４に対して外針２を先端方向に移動さ
せる操作を行うことができる。
【００８４】
　なお、把持部材７の構成材料としては、特に限定されず、例えば、前述した外針ハブ３
、内針ハブ５の構成材料として例示したものと同様のものを用いることができる。
【００８５】
　次に、留置針組立体１の使用方法の一例（血管に穿刺する場合）（作用）について説明
する。
【００８６】
　［１］　図６に示すように、留置針組立体１を組み立て状態とし、押圧部材６を第１の
位置に位置させ、内針ハブ５に設けられた把持部材７の先端部を右手（一方の手）で把持
し、右手の人差し指を押圧部材６の最先端の指掛け突起６２に掛け、その人差し指で指掛
け突起６２の根元部付近を下方に押圧しつつ、留置針組立体１の先端部を、患者に押し当
てるようにして、血管に向かって、表皮を穿刺する。この際、押圧部６４が外針２の基端
と先端との間の部位を下方に押し付けることにより、内針４および外針２の撓みを抑制す
ることができる。
【００８７】
　［２］　内針４の針先４１が血管に穿刺されると、血管の内圧により血液が内針４内を
基端方向へ逆流し、内針ハブ５内に導入され、視認性を有する内針ハブ５を介してこのフ
ラッシュバックを視認することができる。これにより内針４の針先４１が血管を確保した
ことを知ることができる。
【００８８】
　［３］　次に、図８に示すように、内針４をガイドとし、内針４に沿って、さらに外針
２を微小距離先端方向へ進める。この際、人指し指で、最先端の指掛け突起６２を先端方
向に押圧し、外針２を先端方向へ移動させる。
【００８９】
　［４］　次に、図９に示すように、人指し指で、１つ基端側の指掛け突起６２を先端方
向に押圧し、外針２を微小距離先端方向へ移動させ、これを順次行い、外針２の先端部を
血管内の目的位置まで挿入する。
【００９０】
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　［５］　次に、図１０に示すように、血管に留置されている外針２側の押圧部材６を左
手で押さえつつ、右手で把持部材７の基端部や内針ハブ５を把持し、基端方向へ引っ張る
。これにより、内針４が外針２から抜き取られる。内針４を外針２から抜去した後は、必
要に応じて、図１１（ａ）に示すように、外針ハブ３から押圧部材６を取り外してもよく
、また、図１１（ｂ）に示すように、押圧部材６を回動させ、第２の位置に位置させても
よく、また、そのままでもよい。なお、以降の操作は、第１実施形態と同様であるので、
その説明は省略する。
　この留置針組立体１によれば、前述した第１実施形態と同様の効果が得られる。
【００９１】
　そして、この留置針組立体１では、指掛け突起６２が外針２の軸に沿って複数設けられ
ているので、その指掛け突起６２を順次先端方向に押圧することにより、容易かつ確実に
、内針４に対して外針２を先端方向に移動させることができる。
【００９２】
　また、把持部材７を有しているので、容易かつ確実に、外針２を留置する操作を行うこ
とができる。
【００９３】
　＜第３実施形態＞
　図１２は、本発明の留置針組立体の第３実施形態（組立状態）を示す斜視図、図１３は
、図１２に示す留置針組立体の押圧部材を示す側面図、図１４は、図１２に示す留置針組
立体の押圧部材および外針を示す側面図、図１５は、図１２に示す留置針組立体の正面図
、図１６は、図１２に示す留置針組立体の押圧部材および把持部材の先端部を示す斜視図
、図１７は、図１２に示す留置針組立体の外針ハブおよび押圧部材を示す斜視図、図１８
～図２２は、それぞれ、図１２に示す留置針組立体の使用方法の一例を説明するための斜
視図である。
【００９４】
　なお、以下では、図１２～図１４、図１６～図２２中の左側を「先端」、右側を「基端
（後端）」、上側を「上」、下側を「下」として説明を行う。また、図１８～図２２にお
いては、血管の図示は省略されている。
【００９５】
　以下、第３実施形態について、前述した第２実施形態との相違点を中心に説明し、同様
の事項については、その説明を省略する。
【００９６】
　図１２、図１３、図１９および図２０に示すように、第３実施形態の留置針組立体１で
は、押圧部材６は、その長手方向の途中で外針２から離間する方向に湾曲または屈曲し得
るように構成されている。すなわち、押圧部材６の本体部６１の長手方向の途中に、薄肉
部６１１が形成されており、その薄肉部６１１が曲げ変形することにより、湾曲または屈
曲する。また、薄肉部６１１は、本体部６１の長手方向に沿って複数箇所（図示の構成で
は、２箇所）に形成されている。なお、薄肉部６１１の形成箇所は、１つであってもよい
ことは言うまでもない。
【００９７】
　これにより、外針２を留置する際において、外針２を先端方向に移動させるとき、押圧
部材６の先端部が患者の所定部位に当たったとしても、押圧部材６がその途中で湾曲また
は屈曲し、押圧部材６と患者の所定部位との干渉を回避することができ、これによって、
容易かつ円滑に外針２を移動させることができる。具体例としては、上腕部の内側から穿
刺し、外針２の先端を脇の手前まで挿入する場合、押圧部材６を先端方向に移動させてゆ
くと、押圧部材６の先端部が上腕二頭筋に対応する力こぶに当たってしまうことがあるが
、そのような場合でも、押圧部材６は、その途中で湾曲または屈曲することにより邪魔に
ならない。
【００９８】
　また、２つの薄肉部６１１の配置は特に限定されないが、本実施形態では、押圧部材６
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の先端と先端側の薄肉部６１１との間の長手方向の長さをＬ１（図２１参照）、先端側の
薄肉部６１１と基端側の薄肉部６１１との間の長手方向の長さをＬ２（図２１参照）とし
たとき、Ｌ１がＬ２よりも小さくなるように設定されている。
【００９９】
　また、長さＬ１およびＬ２は、それぞれ、特に限定されず、諸条件に応じて適宜設定さ
れるが、長さＬ１は、１０～３０ｍｍ程度であることが好ましく、１５～２０ｍｍ程度で
あることがより好ましい。また、長さＬ２は、２０～９０ｍｍ程度であることが好ましく
、３０～７０ｍｍ程度であることがより好ましい。
【０１００】
　また、図１４に示すように、押圧部材６の先端部は、上方（外針２からその外針２の径
方向に離間する方向）に向うよう設けられている。すなわち、押圧部材６の先端部は、外
針２から離間するように反り返っている。
【０１０１】
　これにより、外針２を留置する際において、外針２を先端方向に移動させるとき、押圧
部材６の先端部が患者の所定部位に当たったとしても、押圧部材６の先端部は、それを容
易かつ円滑に乗り越えることができ、これによって、外針２を移動させることができる。
【０１０２】
　また、図１５に示すように、留置針組立体１は、外針２がその外針２の軸に対して垂直
な方向、すなわち、図１５中横方向にずれることを防止するずれ防止手段として、押圧部
材６に形成された溝（凹部）６５と、把持部材７に形成された溝（凹部）７４とを有して
いる。
【０１０３】
　溝６５は、押圧部材６の本体部６１の下面に形成され、その押圧部材６の長手方向に沿
って延在している。なお、溝６５は、図示の構成では、本体部６１の先端から基端まで、
その全長に亘って形成されているが、これに限定されず、本体部６１の先端部のみに形成
されていてもよい。
【０１０４】
　また、溝７４は、把持部材７の底板７１の上面の溝６５に対応する位置に形成され、そ
の把持部材７の長手方向に沿って延在している。なお、溝７４は、図示の構成では、底板
７１の先端から基端まで、その全長に亘って形成されているが、これに限定されず、底板
７１の先端部のみに形成されていてもよい。
【０１０５】
　外針２は、溝６５および７４内に保持されている。これにより、外針２が図１５中横方
向にずれることを防止することができる。
　なお、前記溝は、押圧部材６と把持部材７との一方のみに形成されていてもよい。
【０１０６】
　また、図１６に示すように、把持部材７の壁部７２および７３の先端部の内面には、そ
れぞれ、側方に向って突出し、押圧部材６と係合するリブ（係合部）７２２および７３２
が形成されている。各リブ７２２および７３２は、それぞれ、把持部材７の長手方向に沿
って延在し、互いに平行になるように形成されている。
【０１０７】
　これにより、組立状態において、押圧部材６が外針２からその外針２の径方向に離間す
る方向に変位すること、すなわち、押圧部材６が上側に持ち上がってしまうことを防止す
ることができる。これによって、外針２が溝６５および７４内に挿入された状態が保持さ
れ、前述したように、外針２が図１５中横方向にずれることを防止することができる。
【０１０８】
　また、把持部材７は、壁部７２および７３の上部に形成され、把持部材７の内側の空間
を覆う蓋部７５を有している。この蓋部７５は、図示の構成では、壁部７２および７３の
基端から中央部よりも先端側まで設けられている。
【０１０９】
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　また、図１７に示すように、押圧部材６は、外針ハブ３に対して着脱自在に構成されて
いる。すなわち、押圧部材６の本体部６１の基端部に設けられた軸６３は、外針ハブ３に
設けられた軸受け３２に着脱自在に装着し得るようになっている。この場合、軸受け３２
は、１対のC字状の支持部３２１、３２２で構成されている。また、本体部６１の基端部
の軸６３の先端側の部位は、軸方向に突出している。これにより、押圧部材６が、外針２
の軸に沿って配置された図に示す第１の位置に位置しているときは、押圧部材６を取り外
すことができない。すなわち、押圧部材６が外針ハブ３から離脱してしまうことを防止す
ることができる。
【０１１０】
　一方、押圧部材６が、図中時計回りに回動し、外針２に対して所定位置まで回動すると
、押圧部材６を取り外すことができる。
【０１１１】
　押圧部材６は、その押圧部材６が外針２の軸に沿って配置された図１２および図１７（
ａ）に示す第１の位置に位置しているときに押圧部材６の外針ハブ３からの離脱を防止す
る離脱防止手段として、本体部６１の軸６３の先端側に形成された１対の段差部６６１、
６６２を有している。
【０１１２】
　一方、軸受け３２は、１対のC字状の支持部３２１、３２２を有しており、各支持部３
２１、３２２に対し、図１７中の右側から押圧部材６の軸６３を着脱するように構成され
ている。
【０１１３】
　押圧部材６が外針２の軸に沿って配置された図１７（ａ）に示す第１の位置に位置して
いるときは、押圧部材６を図１７中右側に移動させ、その軸６３を支持部３２１、３２２
から取り外そうとしても、押圧部材６の段差部６６１、６６２が支持部３２１、３２２に
当接し、これにより、軸６３を支持部３２１、３２２から取り外すことはできない。これ
によって、押圧部材６が外針ハブ３から離脱してしまうことを防止することができる。
【０１１４】
　また、押圧部材６を前記第１の位置から図１７中時計回りに回動させた場合、図１７（
ｂ）に示すように、押圧部材６が外針２に対して垂直になる手前では、前記と同様に、押
圧部材６の段差部６６１、６６２が支持部３２１、３２２に当接し、押圧部材６の軸６３
を支持部３２１、３２２から取り外すことはできない。
【０１１５】
　図１７（ｃ）に示すように、押圧部材６を図１７中時計回りにさらに回動させ、押圧部
材６が外針２に対して所定位置まで回動すると、図１７（ｄ）に示すように、押圧部材６
の軸６３を支持部３２１、３２２から取り外すことができる。
【０１１６】
　次に、留置針組立体１の使用方法の一例（血管に穿刺する場合）（作用）について説明
する。
【０１１７】
　［１］　図１２に示すように、留置針組立体１を組み立て状態とし、押圧部材６を第１
の位置に位置させ、内針ハブ５に設けられた把持部材７の先端部を一方の手で把持し、人
差し指を押圧部材６の最先端の指掛け突起６２に掛け、その人差し指で指掛け突起６２の
根元部付近を下方に押圧しつつ、留置針組立体１の先端部を、患者に押し当てるようにし
て、血管に向かって、表皮を穿刺する。この際、押圧部６４が外針２の基端と先端との間
の部位を下方に押し付けることにより、内針４および外針２の撓みを抑制することができ
る。
【０１１８】
　［２］　内針４の針先４１が血管に穿刺されると、血管の内圧により血液が内針４内を
基端方向へ逆流し、内針ハブ５内に導入され、視認性を有する内針ハブ５を介してこのフ
ラッシュバックを視認することができる。これにより内針４の針先４１が血管を確保した
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ことを知ることができる。
【０１１９】
　［３］　次に、図１８に示すように、内針４をガイドとし、内針４に沿って、さらに外
針２を先端方向へ進める。この際、人指し指で、最先端の指掛け突起６２を先端方向に押
圧し、外針２を先端方向へ移動させる。この際、押圧部材６の先端部が患者の所定の部位
に当たると、図１９に示すように、押圧部材６がその途中で湾曲または屈曲し、これによ
り、押圧部材６が邪魔になることなく、容易かつ円滑に外針２を移動させることができる
。
【０１２０】
　［４］　次に、図２０に示すように、人指し指で、１つ基端側の指掛け突起６２を先端
方向に押圧し、外針２を先端方向へ移動させ、これを順次行い、外針２の先端部を血管内
の目的位置まで挿入する。この際、前述したように、押圧部材が患者の所定の部位に当た
ると、押圧部材６がその途中で湾曲または屈曲し、これにより、押圧部材６が邪魔になる
ことなく、容易かつ円滑に外針２を移動させることができる。
【０１２１】
　［５］　次に、図２１に示すように、血管に留置されている外針２側の押圧部材６を他
方の手で押さえつつ、把持部材７の基端部や内針ハブ５を把持し、基端方向へ引っ張る。
これにより、内針４が外針２から抜き取られる。内針４を外針２から抜去した後は、必要
に応じて、図２２に示すように、外針ハブ３から押圧部材６を取り外してもよく、また、
押圧部材６を回動させ、第２の位置に位置させてもよく、また、そのままでもよい。なお
、以降の操作は、第２実施形態と同様であるので、その説明は省略する。
　この留置針組立体１によれば、前述した第２実施形態と同様の効果が得られる。
【０１２２】
　なお、本実施形態では、押圧部材６の本体部６１に薄肉部６１１を形成することにより
、押圧部材６が湾曲または屈曲し得るように構成されているが、これに限定されず、例え
ば、押圧部材６の本体部６１の長手方向の途中に、軸とその軸を支持する軸受けとで構成
されたヒンジ構造部を設けてもよい。
【０１２３】
　また、他の構成例としては、押圧部材６に外力が付与されていないときの自然状態にお
いて、押圧部材６が、その長手方向の途中で湾曲または屈曲した形状をなすように構成し
、押圧部材６を直線状に延した状態で把持部材７の内側の空間に収納する。これによれば
、押圧部材６は、把持部材７による規制が解除されると、湾曲または屈曲した元の形状に
復元し、患者の所定部位との干渉を回避することができる。
【０１２４】
　また、本実施形態では、押圧部材６の幅は、一定であったが、これに限らず、例えば、
押圧部材６の幅を、その先端部のみが広くなるように設定し、押圧部材６の先端部のみが
、リブ７２２、７３２に係合するように構成してもよい。この場合は、押圧部材６の先端
部がリブ７２２、７３２に対応する位置に位置しているときは、その押圧部材６の先端部
は、リブ７２２、７３２に係合し、上側に持ち上がってしまうことが防止される。そして
、押圧部材６が先端方向に移動し、押圧部材６の先端部がリブ７２２、７３２に対応する
位置よりも先端側に位置すると、押圧部材６とリブ７２２、７３２との係合が外れ、押圧
部材６が上方に移動することが可能となる。すなわち、押圧部材６の先端部よりも基端側
の部位が把持部材７の先端から抜ける前に、押圧部材６が上方に移動することが可能とな
る。
【０１２５】
　以上、本発明の留置針組立体を、図示の実施形態に基づいて説明したが、本発明はこれ
に限定されるものではなく、各部の構成は、同様の機能を有する任意の構成のものに置換
することができる。また、本発明に、他の任意の構成物が付加されていてもよい。
【０１２６】
　また、本発明は、前記各実施形態のうちの、任意の２以上の構成を組み合わせたもので
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【０１２７】
　また、本発明の留置針組立体は、血管内に挿入して使用されるものに限定されず、例え
ば、腹腔内、胸腔内、リンパ管内、脊柱管内等に挿入して使用されるものに適用すること
もできる。
【産業上の利用可能性】
【０１２８】
　本発明によれば、内針および外針の長さが比較的長い場合でも、穿刺操作の際、押圧部
材を介して外針の基端と先端との間の部位を下方に押し付けることにより、内針および外
針の撓みを抑制することができ、容易かつ確実に、その穿刺操作を行うことができる。
【０１２９】
　また、内針ハブおよび外針ハブよりも内針および外針の先端部に近い押圧部材の所定部
位に指を当てて穿刺操作を行うことができるので、その穿刺操作の際、内針の針先を容易
にコントロールすることができる。したがって産業上の利用可能性を有する。
【符号の説明】
【０１３０】
　１　　　　留置針組立体
　２　　　　外針
　３　　　　外針ハブ
　４　　　　内針
　５　　　　内針ハブ
　６　　　　押圧部材
　７　　　　把持部材
　２１　　　内腔
　２２　　　先端開口
　３１　　　フランジ
　３２　　　軸受け
　４１　　　針先
　５１　　　フランジ
　５２　　　通気フィルタ
　６１　　　本体部
　６２　　　指掛け突起
　６３　　　軸
　６４　　　押圧部
　６５　　　溝
　７１　　　底板
　７２　　　壁部
　７３　　　壁部
　７４　　　溝
　７５　　　蓋部
　３２１　　支持部
　３２２　　支持部
　６１１　　薄肉部
　６６１　　段差部
　６６２　　段差部
　７２１　　リブ
　７２２　　リブ
　７３１　　リブ
　７３２　　リブ
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